




序     文 
 
 カンボジアの政府統計は、長期間にわたった内戦の影響から極めて整備が遅れていたが、1990年代

に入ってから国連等の支援により、徐々に整備が進められてきた。しかし、カンボジアの政府統計は、

依然、体制整備が遅れており、統計の精度もドナー国や国際機関等から疑問視されていることも多い。

また、開発指標の設定や支援効果の指標設定（MDG 等の関連）等、開発政策を立案する際にも政府

統計の精度が障害になっており、統計分野の組織強化や人材育成は重要であり、緊急な課題である。 
 このような状況のもと、カンボジア側は、計画省統計局（NIS）及び計画省州事務所統計課の人材

育成、国民経済計算のための経済統計の改善、及び2008年に実施が予定されている人口センサスへの

技術的支援に係る技術協力プロジェクトを要請した。 
 これを受けて、JICA は2004年10月にプロジェクト形成調査団を派遣し、また、2005年５月に JICA
は事前評価調査を派遣して、早急に必要とされている政府統計の精度の向上のために、NIS 職員、計

画省州事務所統計担当職員及び関係省庁統計担当職員に対して政府統計に関する研修を実施し、統計

能力を向上することを目的とするプロジェクトを開始することに NIS と合意し、これを受けて、2005

年７月に討議議事録（Ｒ／Ｄ）を締結することにより、本プロジェクトを2005年８月から２年間の計

画で実施することとなった。 
 本報告書は、上記事前評価調査団の調査結果と、それに基づく討議議事録、事業事前評価表等を取

りまとめたものであり、今後の本プロジェクトの実施にあたり、広く活用されることを願うものであ

る。 
 終わりに、これらの調査にご協力とご支援をいただいた外務省、総務省統計局、総務省統計研修所、

独立行政法人統計センター、在カンボジア日本大使館など、内外関係各機関の方々に心から謝意を表

するとともに、引き続き本プロジェクトに対する支援をお願い申し上げる次第である。 
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第１章 要請背景 
 
 カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）の政府統計は、長期間にわたった内戦の影響から

極めて整備が遅れていたが、1990年代に入ってから国連等の支援により、徐々に整備が進められてき

た。1998年には、国連人口基金（UNFPA）の支援により、36年ぶりに人口センサスが実施され、統

計整備の重要な第一歩となった。しかし、カンボジアの政府統計は、依然、体制整備が遅れており、

統計の精度もドナー国や国際機関等から疑問視されていることも多い。また、開発指標の設定や支援

効果の指標設定〔ミレニアム開発目標（MDG）等の関連〕等、開発政策を立案する際にも政府統計

の精度が障害になっており、統計分野の組織強化や人材育成は重要であり、緊急な課題である。 
 カンボジアでは、新統計法が2005年５月、国王の署名を得て成立し、計画省統計局（NIS）の各種

統計調査に対する実施権限が更に大きくなった。一方、国の基本統計の基盤をなす人口センサスのみ

ならず、労働統計分野の労働力人口調査、経済統計分野の事業所調査、製造業生産調査等について、

能力的及び資金的な問題から、NIS は援助機関の協力なしにはこれらの調査を実施することが困難な

状況が続いている。 
 このような状況のもと、カンボジア側は、NIS 及び計画省州事務所統計課（NIS の指示による州内

の統計調査の実施、村及びコミューンのデータ収集等を担当）の人材育成、国民経済計算のための経

済統計の改善、及び2008年に実施が予定されている人口センサスへの技術的支援に係る技術協力プロ

ジェクトを要請した。 
 2004年10月に JICA はプロジェクト形成調査を実施したが､カンボジア開発評議会等政府関係者か

ら、カンボジアの統計データは常に異なる数値が出てくることが問題であり（例えば、経済財務省、

中央銀行、及び NIS の統計データの数値がすべて異なっている）、統計データについて一つの公的機

関が責任を持つ必要があるとの指摘があった。また、鉱工業エネルギー省などにはかつては強大な統

計ユニットがあったが、現在では統計ユニットが縮小されており、統計整備能力が相当不足している

ことも明らかになった。 
 上記のとおり、カンボジアでは新統計法が成立し NIS の各種統計調査に対する実施権限が拡大し

ていることから、政府統計の精度を向上させるためには、NIS 及び計画省州事務所統計課の人材育成、

能力向上を早期に行うことが必要不可欠である。また、政府統計は関連各省庁が作成している統計が

相互に関連しており、国家の全体像を正確に把握するためには、関連各省庁の統計の精度も併せて向

上する必要があり、これら関係省庁統計担当職員の人材育成も必要である。このような状況のもと、

2005年５月に JICA は事前評価調査を派遣した。 
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第２章 調査･協議の経過と概略 
 
２－１ 事前評価調査 
 (1) 調査期間 
   2005年５月11日～５月20日 
 
 (2) 調査団の構成 

氏 名 担 当 所 属 

富澤 隆一 総括 JICA 社会開発部第１Ｇガバナンス・ジェンダーチーム

髙橋 雅夫 情報処理 総務省統計局 経済統計課 事業所・企業統計室 審査

担当課長補佐 

西  文彦 人口センサス 総務省統計研修所 統計専門職 

 
  (3) 概要 
   2004年10月のプロジェクト形成調査、要望調査票及びその後の検討により作成した案件概要

(案)をもとに、プロジェクトの協力の枠組みについてカンボジア側機関である計画省統計局

(NIS)と協議を行った。案件概要（案）では本プロジェクトの協力の目的を、2008年の人口セン

サスの実施支援とそのプロセスの中での NIS（本局及び州統計課）及び他省庁の統計職員の人材

育成としていたが、UNFPA との協議により、UNFPA 側の2008年人口センサスへの拠出予定額が

150万ドルと不十分であり、他のドナーからの拠出については2005年９月までに NIS 中心に作成

する詳細計画によりドナー会議で決定すること、日本側が提示した役割分担については日本側の

意図として理解するが、役割分担の決定についても詳細計画によりドナー会議で決定することが

明らかになったため、当初のプロジェクトの内容では、案件内容（成果・活動）の確定が相当遅

れ、プロジェクトの開始も相当遅れるおそれがあることから、プロジェクトを、統計分野の現地

研修を中心とした第１フェーズ（約２年）と、人口センサスの実施支援とそれを通じた人材育成

を中心とした第２フェーズ（約３年）に分け、第１フェーズについては可能な限り早く開始する

こととした。なお、2008年人口センサスの実施が確定した場合には、第１フェーズのＲ／Ｄを改

訂するか、第２フェーズを検討することとした。これらの内容をミニッツに盛り込み、署名交換

した。 
   NIS 本部職員の統計及び IT に係る知識･能力については、面談したカウンターパート候補者の

大半は日常会話に支障がない程度以上の英語でのコミュニケーション能力を有することが明ら

かになった。また、面談したカウンターパート候補者の一部は、海外での学位取得、研修の受講

等の教育・訓練を受けており、これらの職員については、本プロジェクトにおける統計に関する

研修に参加することにより、比較的円滑により一層の能力向上を図ることができることと判断さ

れたが、その他の職員については、統計に関する知識を基礎的なものから習得していく必要があ

ると判断された。一方、面談したカウンターパート候補者のほとんどは、統計データの処理に必

要な IT に関する知識を有しておらず、現在の PC の利用方法はデータ入力等のごく限られたも

のであり、現時点では NIS 自らの力で統計調査の結果を一から集計・分析することはかなり困

難な状況にあると判断された。 
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   今回の調査で訪問した、カンダール、タケオ及びコンポンチャムのいずれの州においても、州

レベル以下の District、Commune、Village レベルなどの小地域統計に対するニーズが高いことが

確認された。また、これらの州には少なくとも１～３台の PC が設置されており、また、基本的

な操作のみであるものの、PC を利用可能な職員が１～３人いることから、PC の研修を実施する

ことにより、大幅な統計の改善につながることが見込まれる。さらに、統計に関する知識につい

ては、NIS が実施する２年間の統計研修を少なくとも１～４人が受けており、基礎統計、人口統

計、経済統計等の研修を実施することにより、大幅な統計の改善につながることが見込まれた。 
   NIS 既存の設備に関し、人口統計調査部門ビルについては、老朽化が激しく、シロアリ被害や

雨漏りがあるため、統計研修に必要な研修用スペースとして改修は困難と判断された。一方、

NIS 本館にはコンピューターの設置されていない研修室があるが、技術協力プロジェクトの活動

により、統計研修の規模が拡大する場合にはコンピューターの設置可能な研修室が不足すること

が予想された。したがって、プロジェクトの開始後、詳細な研修計画をつめ、研修室が不足する

場合には必要最小限の研修室の整備を検討することとした。 
   一方、現在 NIS 側から要請されている施設は、2008年人口センサスの集計用スペースを含ん

でおり、上記により、統計分野の現地研修を中心の活動とした第１フェーズにおいては、プロジ

ェクトの活動内容を超えているため、事務所とも協議のうえ、老朽化した人口統計調査部門ビル

の再建も含めて、無償資金協力の要望調査にのせる方向で検討することとした。（詳細は、付属

資料３．事前評価調査報告書参照） 
 
２－２ 討議議事録（Ｒ／Ｄ）案に係る主な協議内容 
 上記事前評価結果をまとめた事業事前評価表（第３章参照）に基づき、Ｒ／Ｄ案を作成し、カンボ

ジア側と協議を行った。協議における主な変更点は以下のとおり。 
 
 (1) 協力期間に、事前評価調査の際に署名したＭ／Ｍに記載した、「2008年人口センサスの実施が

確実になった場合には、本プロジェクトの期間の延長、もしくは第２フェーズを検討する」旨を

記載した。 
 
 (2) プロジェクトの活動として主要関係省庁への研修（２－３の「３)活動」の①-i 及び⑤-ii）を

実施するが、プロジェクトの開始後に主要関係省庁を決定する旨の記載を注意書きとして加筆し

た。 
 
 (3) プロジェクトの活動の⑥-ii の事業所調査に関する研修は、OJT を通じた研修も実施するため、

「事業所調査に係る On-the-Job-Training（OJT）を含む」と追記した。 
 
 (4) 日本側投入の専門家派遣について、「業務調整」を長期専門家から短期専門家としての派遣に

変更した。 
 
 (5) 日本側投入の機材供与について、IT 用机・椅子（研修用パソコンの設置用）、エアコン（研修

用パソコンを正常に稼動させるため）、発電機（カンボジアでは停電が頻繁に発生しており、プ

ロジェクトの活動及び研修を実施するには電気の供給を確保する必要があるため）を追加した。 
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２－３ 討議議事録（Ｒ／Ｄ）署名 
 (1) 署名日 
   2005年７月14日 
 
 (2) 署名者 
   力石 寿郎  JICA カンボジア事務所長 
 
 (3) 概 要 
   2005年７月14日、カンボジア計画省上級大臣 H.E.Mr.Chhay Than 及び計画省統計局(NIS)局長

H.E.Mr.San Sy Than との間で、前記２－２のとおり協議したＲ／Ｄを署名、交換した。これによ

り、NIS を実施機関とする「カンボジア国政府統計能力向上計画プロジェクト」が、最初の専門

家の到着日（2005年8月下旬を予定）から２年間にわたって実施されることになった。 
 
   本プロジェクトの概要は以下のとおりである。 
   1) 目 標 
    NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び主要関係省庁統計担当職員の政府統計に関する

能力が向上する。 
 
   2) 成 果 
    ① NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び主要関係省庁統計担当職員の基礎統計に関す

る知識と能力が向上する。 
    ② NIS 職員の統計調査企画に係る能力が向上する。 
    ③ NIS 職員の統計調査に係る集計技術が向上する。 
    ④ NIS 職員が統計調査の分析手法を習得する。 
    ⑤ 統計調査結果の提供が促進され、統計調査の結果が主要官庁により利用される。 
    ⑥ 経済統計調査結果が適切に評価され、事業所調査に係る NIS の能力が向上する。 
    ⑦ 主要州の統計担当職員の統計に係る能力が向上する。 
 
     3) 活 動 
    ①-i NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び主要関係省庁統計担当職員に対する基礎統

計に関する研修の実施* 
    ②-i NIS 職員に対する統計調査企画に関する研修の実施 
    ②-ii NIS 職員に対する統計調査の調査票設計に関する研修の実施 
    ②-iii 人口センサスの関係省庁及び各ドナーとの調整 
    ③-i NIS 職員に対する統計調査の集計に関する研修の実施 
    ④-i NIS における統計調査の結果分析用のシステムの構築 
    ④-ii NIS 職員に対する統計調査の結果分析に関する研修の実施 
    ⑤-i NIS 職員に対する報告書、CD、ホームページ等の編集に関する研修の実施 
    ⑤-ii 主要関係省庁統計担当職員に対する統計調査の結果利用に関する研修の実施* 
    ⑥-i NIS 職員に対する経済統計調査結果の評価に関する研修の実施 



 － 5 －

    ⑥-ii NIS 職員に対する事業所調査に係る On-the-Job-Training（OJT）を含む事業所調査に関

する研修の実施 
    ⑦-i 主要州からのモデル州の選定 
    ⑦-ii モデル州の計画省州事務所統計担当職員に対する地域統計に関する研修の実施 
 
      * 研修の対象とする主要関係省庁については、プロジェクト開始後に選定する。 
 
   4) 投 入 
    日本側は、短期専門家を統計／チーフアドバイザー、統計／研修計画、業務調整、統計研修、

統計調査集計、統計分析、統計調査結果提供、経済統計の分野で年間７～８名派遣するほか、

カウンターパートを年間約３～４名を統計、人口統計、経済統計等の分野で本邦研修に受け入

れる。パソコン、LAN サーバー及び周辺機器（必要な場合）、ソフトウェア、CD 書込み機、

DVD レコーダー、プリンター、研修用視聴覚機材、コピー機、車両、IT 用机・椅子、エアコ

ン、発電機等の機材供与を行う。また、基礎統計、統計調査企画、統計調査集計、統計分析、

統計調査結果利用、経済統計調査評価、事業所調査、地方統計等の分野の現地国内研修を行う。 
    相手国側は、カウンターパート配置と、NIS 内の日本側専門家執務室及び家具の提供、プロ

ジェクト活動に係る運営経費の負担、人口センサス、経済統計調査等のデータの利用の承認を

行う。 
 
   5) 協力期間 
    2005年８月下旬～2007年８月下旬  
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第３章 事業事前評価表 
 

担当部・課：社会開発部 第１グループ 
ガバナンス・ジェンダーチーム 

１．案件名：(和文) カンボジア国政府統計能力向上計画 
     ：(英文) Improving Official Statistics in Cambodia 

２．協力概要 
 (1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 
   カンボジアの政府統計は、長期間にわたった内戦の影響から極めて整備が遅れていたが、1990

年代に入ってから国連等の支援により、徐々に整備が進められてきた。1998年には、UNFPA の

支援により、36年ぶりに人口センサスが実施され、統計整備の重要な第一歩となった。しかし、

カンボジアの政府統計は、依然、体制整備が遅れており、統計の精度もドナー国や国際機関等

から疑問視されていることも多い。また、開発指標の設定や支援効果の指標設定（MDG 等の

関連）等、開発政策を立案する際にも政府統計の精度が障害になっており、統計分野の組織強

化や人材育成は重要であり、緊急な課題である。 
   カンボジアでは、新統計法が2005年５月、国王の署名を得て成立し、計画省統計局(NIS)の

各種統計調査に対する実施権限が更に大きくなった。一方、国の基本統計の基盤をなす人口セ

ンサスのみならず、労働統計分野の労働力人口調査、経済統計分野の事業所調査、製造業生産

調査等について、能力的及び資金的な問題から、NIS は援助機関の協力なしにはこれらの調査

を実施することが困難な状況が続いている。 
   このような状況のもと、カンボジア側は、NIS 及び計画省州事務所統計課(NIS の指示による

州内の統計調査の実施、村及びコミューンのデータ収集等を担当)の人材育成、国民経済計算の

ための経済統計の改善、及び2008年に実施が予定されている人口センサスへの技術的支援に係

る技術協力プロジェクトを要請した。 
   2004年10月に JICA はプロジェクト形成調査を実施したが､カンボジア開発評議会等政府関係

者から、カンボジアの統計データは常に異なる数値が出てくることが問題であり（例えば、経

済財務省、中央銀行、及び NIS の統計データの数値がすべて異なっている）、統計データにつ

いて一つの公的機関が責任を持つ必要があるとの指摘があった。また、鉱工業エネルギー省な

どにはかつては強大な統計ユニットがあったが、現在では統計ユニットが縮小されており、統

計整備能力が相当不足していることも明らかになった。 
   上記のとおり、カンボジアでは新統計法が成立し NIS の各種統計調査に対する実施権限が拡

大していることから、政府統計の精度を向上させるためには、NIS 及び計画省州事務所統計課

の人材育成、能力向上を早期に行うことが必要不可欠である。また、政府統計は関連各省庁が

作成している統計が相互に関連しており、国家の全体像を正確に把握するためには、関連各省

庁の統計の精度も併せて向上する必要があり、これら関係省庁統計担当職員の人材育成も必要

である。 
   2005年５月に JICA は事前評価調査を実施し、早急に必要とされている政府統計の精度の向

上のために、NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び関係省庁統計担当職員に対して政府

統計に関する研修を実施し、統計能力を向上することを目的とするプロジェクトを開始するこ
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とに NIS と合意した。 
   一方、NIS から要請のあった2008年人口センサスに対する技術協力及びこれを通じた人材育

成の部分については、事前評価調査時点で、その詳細計画の作成が遅れていること、ドナーか

らの拠出金額が不足していること等が明らかになったため、2008年人口センサスの実施が確定

したあとで、Ｒ／Ｄの改訂または次期フェーズを検討し、その部分の協力を含むことで合意し

た。 
 
 (2) 協力期間 
   2005年８月～2007年８月（２年間） 
 
 (3) 協力総額（日本側） 
   約2.4億円 
 
 (4) 協力相手先機関 
   カンボジア計画省統計局（NIS） 
 
 (5) 国内協力機関 
   総務省統計局、総務省統計研修所、（独法）統計センター、（財）日本統計協会、（財）統計情

報研究開発センター 
 
 (6) 裨益対象者及び規模、等 
   直接裨益者：NIS 職員（約200人）、計画省州事務所統計担当職員（約360人）、主要関係省庁

統計担当職員（鉱工業エネルギー省、農林水産省、商業省、保健省、教育省等、

約20人） 

   間接裨益者：カンボジア全国民：約13百万人 

３．協力の必要性・位置づけ 
 (1) 相手国政府国家政策上の位置づけ 
   人口センサスをはじめとする政府統計調査は、社会経済開発計画（Socio Economic 

Development Plan：SEDP）、国家貧困削減戦略（National Poverty Reduction Strategies：NPRS）、
カンボジア・ミレニアム開発目標（Cambodia Millennium Development Goals：CMDG）等の国家

の基本的な政策を実施するうえで、重要な基礎資料の供給源として位置づけられる。 
 
 (2) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 
   本案件が属する行政改革支援計画は、グッドガバナンス支援の一部に位置づけられている。

行政改革支援については、中央政府省庁再編や地方分権化、人的資源開発などを通じて公共サ

ービスの向上を目指すものであるが、本案件はそのうち、開発指標の設定や開発政策を立案す

る際に重要な政府統計の精度向上及び分析能力向上のために、NIS、計画省州事務所統計課、

関係省庁統計担当部局の人材育成を図っている。 
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４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
 (1) 協力の目標（アウトカム） 
   1) 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
    [目標] 

      NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び主要関係省庁統計担当職員の政府統計に

関する能力が向上する。 

    [指標] 

     ・NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び主要関係省庁統計担当職員のうち、政府

統計について一定の知識・能力のある職員数 
     ・NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び主要関係省庁統計担当職員のうち、統計

ソフトウェア、パーソナルコンピューター(PC)について一定の知識・能力のある職員数

 
   2) 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 
    [目標] 

      センサス及び政府統計調査が定期的かつ正確に実施され、政策策定者、行政官、学者、

NGO 及び一般ユーザーに対して、適時に、より信頼性の高い統計データが提供される。

    [指標] 

     ・NIS の実施する統計調査数・頻度 
     ・NIS が作成する統計資料数・作成頻度 
     ・統計刊行物の発行部数及び販売数 
     ・NIS ホームページの更新頻度、アクセス数 
 
    [成果 1] 

      NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び主要関係省庁統計担当職員の基礎統計に

関する知識と能力が向上する。 
    [指標] 

     ・基礎統計に関する研修実施回数、参加者数 
     ・研修参加者の基礎統計に関する理解度 
    [活動] 

     1-1 NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び主要関係省庁統計担当職員に対する基

礎統計に関する研修の実施 
 
    [成果 2] 
      NIS 職員の統計調査企画に係る能力が向上する。 
    [指標] 

     ・統計調査企画に関する研修実施回数、参加者数 
     ・研修参加者の統計調査企画に関する理解度 
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    [活動] 

     2-1 NIS 職員に対する統計調査企画に関する研修の実施 
     2-2 NIS 職員に対する統計調査の調査票設計に関する研修の実施 
     2-3 人口センサスの関係省庁及び各ドナーとの調整 
 
    [成果 3] 

      NIS 職員の統計調査に係る集計技術が向上する。 
    [指標] 

     ・集計に関する研修実施回数、参加者数 
     ・研修参加者のデータ処理に関する理解度 
    [活動] 

     3-1 NIS 職員に対する統計調査の集計に関する研修の実施 
 
    [成果 4] 

      NIS 職員が統計調査の分析手法を習得する。 
    [指標] 

     ・統計調査の分析手法に関する研修実施回数、参加者数 
     ・研修参加者の統計調査の分析手法に関する理解度 
    [活動] 

     4-1 NIS における統計調査の結果分析用のシステムの構築 
     4-2 NIS 職員に対する統計調査の結果分析に関する研修の実施 
 
    [成果 5] 

      統計調査結果の提供が促進され、統計調査の結果が主要官庁により利用される。 
    [指標] 

     ・統計調査の結果提供に関する研修実施回数、参加者数 
     ・研修参加者の統計調査の結果提供に関する理解度 
     ・NIS の統計調査結果の提供数 
     ・主要関係省庁における NIS の統計調査結果の利用数 
    [活動] 

     5-1 NIS 職員に対する報告書、CD、ホームページ等の編集に関する研修の実施 
     5-2 主要関係省庁統計担当職員に対する統計調査の結果利用に関する研修の実施 
 
    [成果 6]  
      経済統計調査結果が適切に評価され、事業所調査＊に係る NIS の能力が向上する。 
    [指標] 

     ・経済統計調査結果の評価及び事業所調査に関する研修実施回数、参加者数 
     ・研修参加者の経済統計調査結果の評価及び事業所調査に関する理解度 
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    [活動] 

     6-1 NIS 職員に対する経済統計調査結果の評価に関する研修の実施 
     6-2 NIS 職員に対する事業所調査に関する研修の実施 
 
      ＊事業所調査：事業所・企業を対象に、産業、従業者規模、本所・支所の別、開設時期などを調べる統

計調査 
 
    [成果 7] 
      主要州の統計担当職員の統計に係る能力が向上する。 
    [指標] 

     ・地域統計に関する研修実施回数、参加者数 
     ・研修参加者の地域統計に関する理解度 
    [活動] 

     7-1 主要州からのモデル州の選定 
     7-2 モデル州の計画省州事務所統計担当職員に対する地域統計に関する研修の実施 
 
      ＊なお、指標のベースラインデータ及び目標値については、プロジェクト開始後3か月以内を目処に調

査、決定することとする。 
 

 (3) 投入（インプット） 
   1) 日本側 
    ① 専門家派遣 
     長期専門家：１名 業務調整 
     短期専門家：７～８名／年 統計（チーフアドバイザー）、統計／研修計画、統計研修、

統計調査集計、統計分析、統計調査結果提供、経済統計 
    ② 研修員受入れ：３～４名／年（統計、人口統計、経済統計） 

    ③ 供与機材:パソコン、LAN サーバー及び周辺機器（必要な場合）、ソフトウェア、CD 書

込み機、DVD レコーダー、プリンター、研修用視聴覚機材、コピー機、車両

等（約22百万円） 

    ④ 現地国内研修：基礎統計、統計調査企画、統計調査集計、統計分析、統計調査結果提供、

統計調査結果利用、経済統計調査評価、事業所調査、地域統計等 
            （研修実施経費を含む現地業務費：約30百万円） 
   2) カンボジア側 
    ① カウンターパート配置：プロジェクトディレクター１名、プロジェクトマネージャー１

名、他メンバー 
    ② 日本人専門家の執務室及び家具 
    ③ プロジェクト活動に係る運営経費 
    ④ 人口センサス、経済統計調査のデータの利用の承認 
 
 (4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 
     政策策定者が統計情報の重要性を認識する。 
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５．評価５項目による評価結果 
(1) 妥当性 
  本プロジェクトは、カンボジアの社会経済開発計画、国家貧困削減戦略、カンボジア・ミレ

ニアム開発目標等の国家の基本的な政策を実施するために必要となる政府統計の精度向上のた

めに、NIS の人材育成を行うことを目的としており、2005年に成立した統計法により定められ

た各種統計調査に対する NIS の実施能力を高めることに資するものである。また、本案件は開

発指標の設定や開発政策を立案する際に重要な政府統計の精度向上及び分析能力向上のため

に、NIS、計画省州事務所統計課、関係省庁統計担当部局の人材育成を行うものであり、国別

事業実施計画の「グッドガバナンス支援」の一部である行政改革支援の目的とも合致している。

さらに、本案件は2008年人口センサス実施前の準備期間として､カンボジアの統計担当の公務員

の人材育成及び能力向上を目指しており､実施時期についても妥当である。 
  これらの点から、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 
 
(2) 有効性 
  本プロジェクトは、NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び主要関係省庁統計担当職員

に対する基礎統計研修、NIS 職員に対する統計調査の調査企画、集計、結果分析、結果提供に

係る研修及び経済統計に関する研修、計画省州事務所統計担当職員に対する地域統計研修を行

うことにより、NIS 職員、計画省州事務所統計担当職員及び主要関係省庁統計担当職員の政府

統計に関する能力向上を目的とするものである。これら各種の統計研修は統計担当職員の人材

育成のために、日本をはじめとして各国の統計局により実施されているほか、またインドネシ

アやアルゼンチンの人口統計のプロジェクトでも実施されており、インドネシアでは人口セン

サスの集計、分析及び提供及び小地域統計に係る研修を延べ420名（70名×６か年）の統計局職

員に対して実施し、また、アルゼンチンの人口統計プロジェクトでは、基礎統計、統計調査概

論、標本理論と実践、人口分析等に係る研修を延べ76名の統計局職員に対し実施し、人口セン

サスの実施能力が向上した。一方、これらの研修では、研修対象者のレベルが必ずしも明確に

分けられていない場合もあり、研修効果の発現に問題があったことが教訓としてあげられてい

るが、本プロジェクトにおいては、統計研修を初級･基礎コースを中心に、中級、上級コースを

明確に分けており、研修対象者のレベルも事前評価調査で確認したほか、プロジェクトの初期

にも確認する予定であるので、上記教訓も踏まえ、本プロジェクトのアプローチは有効である

と判断される。 
 
(3) 効率性 
  本プロジェクトでは、プロジェクトの初期段階において、日本人及び第三国専門家が統計研

修の講師となる能力のある NIS 職員に対して統計研修をともに実施しながらに必要な技術移転

を行い、その後は NIS 職員が中心となって統計研修を実施することを計画しているため、日本

側からの適切な専門家派遣、本邦研修にて目標達成が可能である。また、機材供与についても、

NIS の現有の研修施設を有効に活用し、追加の機材供与も研修実施に必要かつ適切なものとし

ている。他の大規模統計案件（アルゼンチン人口統計プロジェクト：長期専門家５名、短期専

門家12名、機材供与約2.3億円）と比較しても、本プロジェクトは日本側からの必要かつ適切の
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投入により、目標達成可能な計画としており、効率的な実施が見込めると判断される。 
 
(4) インパクト 
  現状では、政府統計の精度が低いことが開発指標の設定や支援効果の指標設定及び開発政策

の立案・実施に支障となっているが、本プロジェクトの実施により、NIS、計画省州事務所統

計課、関係省庁統計担当部局の人材育成を行うことにより、これらの職員の政府統計の精度や

統計分析能力が向上し、その結果として、センサス及び政府統計調査が定期的かつ正確に実施

され、政策策定者、行政官、学者、NGO 及び一般ユーザーに対して、適時に、より信頼性の高

い統計データが提供されるようになる。また、国家の基本的な政策の的確な開発指標の設定や

支援効果の指標設定が可能になる。その結果、カンボジア政府による的確な開発政策の立案・

実施により、長期的にはそのインパクトはカンボジア国民にももたらされることが期待される。

 
(5) 自立発展性 
  本プロジェクトでは、NIS 及び計画省州事務所統計課の正規職員を対象に研修実施に係る技

術移転を行うため、プロジェクト終了後も引き続き育成した人材が、研修実施による人材育成

に携わることが見込まれる。したがって、自立発展性については特に問題ないと見込まれる。

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
 ＜貧困配慮＞ 
   本プロジェクトでは、基礎統計研修において全国の計画省州事務所統計課の職員を対象とし

ており、同国の貧困地域の州事務所統計課職員の能力向上にも配慮している。 
 ＜ジェンダー配慮＞ 
   NIS 及び計画省州事務所統計課には女性職員も多く、研修講師及び研修員にはジェンダーの

バランスを考慮して研修を実施する予定。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 
  他の政府統計案件（タンザニア国データ提供能力強化計画等）でもみられるように、統計分野

の協力においては日本側のリソースが限られているため、専門家の派遣計画については人選もあ

る程度想定した上で作成することとした。 
  また、研修計画に関し、これまでのインドネシアやアルゼンチン等他のプロジェクトで研修対

象者のレベルが必ずしも明確に分けられていないとの教訓から、研修コースをレベルわけし、研

修対象者の知識レベルについても事前に確認して実施することとした。 

８．今後の評価計画 
 (1) 中間評価；なし 
 (2) 終了時評価；2007年２月頃 
 (3) 事後評価；2011年頃 
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